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開催趣旨 

今大会では、コミュニティ政策の「実践」に焦点を当てます。コミュニティ政策の研究は、

理論と実践の架橋を重視する点に大きな特徴があります。ただ、いかに優れた理論であって

も、研究の起点となり基盤であるのは、コミュニティ活動の実践とその積み重ねです。その

先には、これからの協働型社会も見えてきます。 

今日の地域社会を取り巻く状況は依然として厳しさが増す一方、全国各地には市民・企

業・行政・大学など多様な主体による豊富なコミュニティ活動の実践例があります。それら

を引き出すコミュニティ政策の展開例も存在します。こういう時代だからこそ、地域社会の

活力を取り戻すために、コミュニティ政策の実践が拓く新たな協働について見つめ直した

い。このような思いから、あらためて「実践」を基盤にして、コミュニティ政策を通じた協

働型社会のあり方を考えるねらいで、大会テーマを設定しました。 

なお、今大会は愛知県犬山市が舞台です。シンポジウムや各分科会には、犬山市らしさ、

愛知県らしさが出るように工夫しています。行政による新たなコミュニティ支援、祭とコミ

ュニティ、ニュータウンとコミュニティなどを扱います。そのほかにも、「実践」という観

点から、地域自治区制度、災害対応、小水力発電の問題も見ていきます。さらに、犬山市な

らではの城下町を散策するエクスカーションも開催予定です。みなさまと犬山市でお会いで

きるのを楽しみにしています。 

コ ミ ュ ニ テ ィ 政 策 学 会 
Japan Association for Community policy 
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第 18 回 学会大会（犬山）のご案内 

コミュニティ政策の実践が拓く新たな協働 

－地域社会の活力を取り戻す－ 
 

 

  

 

 

  
 

 

 

 

 

 

会 期：2019 年 7 月 6日（土）・7日（日） 

会 場：犬山国際観光センター・フロイデ（愛知県犬山市松本町四丁目 21 番地） 

主 催：コミュニティ政策学会  後 援：愛知県、犬山市 

大会参加費（資料代含む）：会員（一般、団体）2000 円 

非会員（1日 1000 円、2日 2000 円） 

※犬山市在住、在勤、在学の方は無料 

 

【懇親会】（事前申込要） 

7 月 6 日（土）17 時 00 分～19 時 00 分 

会 場：フロイデ B1 レストラン「大安」 

会 費：6000 円（お釣りが出ないようにご協力ください） 
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【第 1日目プログラム：7月 6日（土）】 

 

総会：12時 30 分～13時 15 分  ※受付開始 12 時 00 分  4 階フロイデホール 

 

シンポジウム：13 時 30 分～16 時 30 分 

「住民と行政の協働のための地域自治活動支援のしくみづくり」  4 階フロイデホール 

 

住民の高齢化と若い世代の長時間労働、育児・介護等での生活のゆとりの喪失が進み、2025

年問題は地域運営にとってますます差し迫った問題となってきている。これに対処するしくみ

としての自治会や民生児童委員協議会のような住民組織は、その運営や活動の継承が困難な状

況にある。他方で、行政も市町村合併による地域の広域化と厳しい財政状況を抱え、「地域のこ

とは地域で」と説き、住民組織が「我が事」として多様な課題に取り組むことを期待する政策

方向を強めている。こうしたなかで、お互いに問題を押し付けあうのでなく、参加と協働の関

係を基盤にして難関を打開することは、コミュニティ政策の基本的な活動領域として、日常的

に追求されるべき課題である。 

高齢化と人口減少、産業基盤の脆弱化は、自治体にもさらなる統合、職員数の削減・機能の

外部化・AI 化を求めることになりうる。そのなかで住民生活を維持し、地域コミュニティの充

実を図るためには、行政と住民組織がどのような関係を安定的に構築し、維持していくかは大

きな課題といえる。 

このシンポジウムでは、地域活動に期待するものと行政側の対応を突き合わせ、コミュニテ

ィ行政の多様化する現状と展望について検討してみたい。 

＜企画責任者：中田實（名古屋大学名誉教授）、三浦哲司（名古屋市立大学）＞ 

 

●パネリスト 

①齊藤美代子（新城市企画部作手自治振興事務所） 

「新城市作出地域自治区の活動支援」（仮） 

②鈴木 洋充（田原市総務部総務課） 

「田原市の地域コミュニティとのまちづくり」（仮） 

③岡田衣津子（名古屋市市民経済局地域振興部地域振興課 コミュニティサポーター） 

「名古屋市と協働するコミュニティ活動支援－ 

コミュニティサポーターの活動から見えてきたもの」 

●コメンテーター 

中川 幾郎（帝塚山大学 名誉教授） 

金田  学（愛知県都市整備局都市整備基盤部 部長） 

●コーディネーター 

中田  實（名古屋大学 名誉教授） 

 

懇親会：17 時 00 分～19時 00 分 

会 場：フロイデ B1 レストラン「大安」 

会 費：6000 円（大会受付及び懇親会場で徴収、お釣りが出ないようにご協力ください） 
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【第 2日目プログラム：7月 7日（日）】 

 

分科会Ⅰ：9時 30 分～11 時 30 分  ※受付開始：9時 10 分 

 

Ⅰ－1 「祭によるコミュニティの持続」           会場：4階フロイデホール 

2016 年 12 月、全国山・鉾・屋台連合会 33 の祭がユネスコの無形文化遺産に登録された。不

動産を対象とする世界遺産と違い、無形文化遺産とは文化遺産を持続せしめた地域のコミュニ

ティ力に与えられた称号である。わが国の代表的な祭は大抵 1000 年の持続力を持つ。時代の変

遷や自然災害を乗り越え伝統文化を持続せしめる日本的風土に根差したコミュニティの力を可

視化したものが地域の祭である。都会への人口の流動化でコミュニティの変質が迫られるなか、

各地の祭の力を再考する。 

＜企画責任者：石田芳弘（至学館大学）＞ 

 

基調講演 

●講演講師：鳥越 皓之（大手前大学学長、日本生活文化史学会会長、元日本社会学会会長） 

パネルディスカッション 

●パネリスト：山田 拓郎（犬山市長） 

清水 博之（全国山・鉾・屋台保存連合会、茨城キリスト教大学） 

平田 幸男（至学館大学） 

●コーディネーター：石田芳弘（至学館コミュニケーション研究所所長） 

※学校法人至学館コミュニケーション研究所、あいち山車まつり日本一協議会（愛知県・

市町村・保存団体）、コミュニティ政策学会の３団体による共催企画です 

 

Ⅰ－2 「「参加」と「協働」の地域自治区制度－長野県飯田市を例に」 会場：2階研修室 1・2 

地方自治法の改正に伴い地域自治区の制度が導入されて、15 年が経過した。地域自治区を設

けた自治体はなお少数にとどまるが、これらの自治体は制度の特徴を活用して自治を模索して

きた。コミュニティ政策学会では、会員有志が地域自治区研究プロジェクトを組織し、2015 年

度より長野県飯田市の地域自治区の研究を行ってきた。本分科会は、プロジェクトの研究成果

を学会で共有すべく企画されたものである。 

飯田市の特徴は、市内 20 地区に市の諮問機関である地域協議会が設けられるとともに、住民

組織たるまちづくり委員会が組織された点にある。「参加」の機関たる地域協議会と、「協働」

を媒介するまちづくり委員会を置き、これらが車の両輪のごとく連携して住民自治を高めるこ

とを期待するしくみといえるだろう。分科会では、主に、地域自治区の導入により何がどのよ

うに変化したのか（しなかったのか）、地区の住民は地域協議会とまちづくり委員会をどのよう

に運営してきたのか、地域協議会は住民自治の充実にいかに寄与しうるかを、3つの地区の事例

をもとに検討し、これを通じて地域自治の制度化に伴う課題や条件を考察する。 

＜企画責任者：宗野隆俊（滋賀大学）＞ 

 

●コーディネーター：宗野 隆俊（滋賀大学経済学部） 

●コメンテーター：羽貝 正美（東京経済大学現代法学部） 

●報告者：役重眞喜子（岩手県立大学総合政策学部） 

荒木 千晴（日本社会福祉士会） 
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佐藤 則子（岐阜大学大学院） 

牧田  実（福島大学） 

宗野 隆俊（滋賀大学） 

 

Ⅰ－3 自由論題部会 A                      会場：3階会議室 1 

●報告者： 

①内田和浩（北海学園大学教授） 

「韓国ソウル特別市城北区における住民自治会の形成過程」 

②松田悠希（宇都宮大学大学院教育学研究科修士課程教科教育コース家庭科教育領域） 

「子ども食堂の地域コミュニティ形成に関する一考察－栃木県内の子ども食堂を事例に」 

③岡田衣津子（名古屋市市民経済局地域振興部地域振興課コミュニティサポーター） 

「住民交流の場がコミュニティにもたらすもの～名古屋市片平学区の事例から学ぶ」 

④河野康治（北九州市立大学） 

「京都市地域力アップ学区活動連携支援事業、藤森学区の取り組みについて」 

●司会者：嶋田暁文（九州大学） 

 

Ⅰ－4 自由論題部会 B                      会場：3階会議室 2 

●報告者： 

①松下啓一（相模女子大学夢をかなえるセンター・エグゼクティブアドバイザー） 

「若者と地域連携」 

②野村実（大谷大学） 

「地方部におけるコミュニティサイクルの活用可能性」 

③出口高靖（新潟経営大学） 

「農村振興とコミュニティ政策の類似性について」 

④仁科伸子（熊本学園大学社会福祉学部） 

「外国人労働者を受け入れたコミュニティの社会的課題」 

●司会者：早田宰（早稲田大学） 

 

Ⅰ－5 自由論題部会 C                      会場：3階会議室 3 

●報告者： 

①小木曽早苗（日本福祉大学福祉社会開発研究所）、吉村輝彦（日本福祉大学国際福祉開発

学部） 

「多様な主体の連携による団地再生に向けたコミュニティビジョニングの実践－知多市朝

倉団地周辺地区を対象に」 

②加藤壮一郎（熊本市都市政策研究所） 

「平成 28年熊本地震の災害対応・支援活動にみるソーシャル・キャピタル」 

③松原久（東北大学大学院文学研究科） 

「住宅再建ルートからみたコミュニティ支援の不均等性問題－宮城県石巻市の事例をもと

に」 

④浅野幸子（法政大学大学院公共政策研究科後期博士課程） 

「大阪北部地震の災害対応にみる地域コミュニティの防災体制」 

●司会者：直田春夫（NPO 政策研究所） 
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【7 月 7日（日）の昼食について】 

今大会では、実行委員会によるお弁当の斡旋は行ないません。なお、7日の昼食用のランチマップを配

布いたします。 

 

分科会Ⅱ：12 時 30 分～14 時 30 分   ※Ⅱ－1 の終了時刻は 15 時の予定 

 

Ⅱ－1 「高蔵寺ニュータウンのリ・ニュータウンは可能か？－高蔵寺ニュータウンの活性化は

持続可能な春日井のまちづくりの起爆剤になり得るのか？」 

会場：2階多目的研修室 1・2 

春日井市では、2016 年に「高蔵寺リ・ニュータウン計画」が策定され、地域の課題解決のた

めの仕組みづくりが模索されている。すでに蓄積されている社会資源を生かしながら、リノベ

ーションをすすめ、コミュニティを再構築することがニュータウンの活性化には欠かせない。

本分科会では、市民、大学、企業、行政がどのような活動を展開しようとしているのか、そこ

にどのような課題があるのかを確認する。また、話題提供者やラウンドテーブル発言者ととも

に、春日井のまちづくりの持続可能性を探る。 

＜企画責任者：羽後静子（中部大学）、谷口功（椙山女学園大学）＞ 

 

●コーディネーター：羽後 静子（中部大学） 

●コメンテーター：谷口  功（椙山女学園大学） 

●話題提供者：入谷 耕介（春日井市市民生活部市民活動推進課） 

水野 真一（春日井市企画政策部企画政策課） 

豊田 洋一（押沢台北ブラブラまつり実行委員会代表） 

●ラウンドテーブル発言者：市民活動団体、大学、商工会議所等から 10名 

 

Ⅱ－2 「災害とコミュニティ政策」              会場：2階研修室 1・2 

南海トラフを震源とする大地震や首都直下型地震が、いつ発生してもおかしくない時代を迎

えている。だが、私たちは東日本大震災をはじめとする巨大地震、豪雨・台風・豪雪などを経

験しながら、同時に自然の脅威を日常に受け入れ、向き合い方を教訓として学び、過ごしてき

た。 

しかし、少子高齢化や人口減少社会では、だれもが過酷な自然の脅威と向き合えるわけでは

ない。私たちは、今まで以上に助け合いの質を高め、災害に備え、被災後は助け合って互いの

命を守り、生活の再建や地域社会の復旧復興に取り組む必要があるだろう。 

この分科会では、現代を大災害の時代と捉え、地域が複雑化する中で、平時から取り組むべ

き災害コミュニティ政策はどうあるべきかを考える。今回は、東南アジアの農業実習生を防災

台帳に登録し、ともに災害時の支え合い組織をつくる田原市の自主防災会、地域自治区を単位

に地区防災計画を策定し自治会を補完する恵那市、女性の視点から避難所運営のあり方を実施

指導する専門家、各々の報告をもとに議論を深め、先の課題に迫りたいと思う。 

＜企画責任者：鈴木誠（愛知大学）＞ 

 

●コーディネーター：鈴木  誠（愛知大学） 

●コメンテーター：大洞 和彦（トヨタ自動車株式会社 社会貢献推進部担当部長、トヨタ

会館館長） 



コミュニティ政策学会                                                Newsletter No.42 

                                                  
6 

●報告者：藤城 孝行（田原市高松コミュニティ協議会会長、高松自主防災会会長） 

「自主防災組織と外国人実習生」 

服部 紀史（恵那市まちづくり企画部長） 

「災害とコミュニティについて－地区防災計画の策定から」 

水木 千春（三重大学地域イノベーション推進機構） 

「女性の視点から再考する避難所運営」 

 

Ⅱ－3 「小水力発電の導入による地域再生と活性化」        会場：3階会議室 3 

本分科会では、農業用水路に導入された小水力発電の電力用途に着目し、地域再生や活性化

にどのような影響があるのか、導入主体別による地域再生プロセスの差異など先進事例を交え

て言及していきたい。今後、持続可能なエネルギーを有効活用していくことは喫緊の課題の一

つであるが、小水力発電の導入と有効活用における地域内合意形成や電力活用の地域づくり、

災害復興を視野に入れた緊急時対応など、今後の可能性を踏まえた前向きな議論の場を目指し

ていきたい。 

＜企画責任者：松岡崇暢（名古屋短期大学）＞ 

 

●コーディネーター：松岡 崇暢（名古屋短期大学） 

●報告者：松岡 崇暢（名古屋短期大学） 

本田 恭子（岡山大学大学院環境生命科学研究科） 

 

Ⅱ－4 自由論題部会 D                      会場：3階会議室 1 

●報告者： 

①柳井妙子（奈良女子大学・岐阜を想う会） 

「地域活性化のための「対話」における「場」に関する研究－「岐阜を想う会」の実践活

動の事例から」 

②渕元初姫（法政大学大学院） 

「サード・プレイスにおける新しい社会的連帯：居場所とつながりの変容から考える」 

③古市太郎（文京学院大学） 

「エリア型コミュニティからの地域協働」 

④石井義之（国土交通省国土交通政策研究所・法政大学大学院人間社会研究科博士後期課

程） 

「米国の互助組織 Village の取組」 

⑤谷亮治（京都市役所） 

「ボランタリーなまちづくりプロジェクトのマネジメント方法論に関する考察－醍醐映

画プロジェクトのケーススタディ」 

●司会者：室田昌子（東京都市大学） 

 

Ⅱ－5 自由論題部会 E                      会場：3階会議室 2 

●報告者： 

①池山敦（皇學館大学） 

「ICT 及び地形模型を活用した地域課題の見える化ワークショップの実践」 

②吉田愛梨（首都大学東京大学院博士後期課程） 
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「事業性をともなう地域活動の意義と課題－千葉県流山市の女性起業家を事例に」 

③村山史世、谷津直生（麻布大学） 

「アダプト・プログラムとガバナンスーSDGs の観点から」 

④沼田真一（早稲田大学社会科学部非常勤講師） 

「読書推進活動によるネットワーク形成プロセス－横浜市旭区での実践を事例として」 

⑤手島洋（県立広島大学） 

「認知症理解を推進する地域住民向け講座の効果に関する調査研究」 

●司会者：荒木千晴（日本社会福祉士会） 

 

エクスカーション 

エクスカーション（犬山の城下町）【定員：80 名 事前申込必要、参加費無料】 

観光地として多くの人が訪れる犬山の城下町は、分科会でも紹介される犬山祭の舞台となり

ます。その城下町と祭の関係や現状を見ていただき、犬山の祭とコミュニティの関わりについ

てご紹介します。 

・時間：15 時 00 分～16時 30 分 

・場所：犬山城前広場、犬山市文化史料館、からくり展示館、どんでん館 

※分科会から続けて参加の方は、14 時 45 分にフロイデ 1F ロビー（大会会場）に集合して

ください。集合後、市のバスに乗車し、施設周辺まで向かいます。 

 

【大会への参加申込方法】 

申込期限：6月 21 日（金） 

※当日参加も可能ですが、希望分科会が満席の場合はご容赦ください。 

 

１．会員の方 

①Newsletter に同封した「参加申込票」に記入の上、電子メールまたは FAX でお送りください。 

②学会ホームページから「参加申込票」をダウンロードし、記入の上、下記まで電子メールで

お送りください。 

○参加費・懇親会費は、会場受付にてお支払いください（お釣りが出ないようにご協力くださ

い）。 

 

２．非会員の方 

コミュニティ政策学会ホームページから「参加申込票」をダウンロードし、ご記入の上、下

記まで電子メールまたは FAX でお送りください。 

○参加費・懇親会費は、会場受付にてお支払いください（お釣りが出ないようにご協力くださ

い）。 

〒484-0082 愛知県犬山市大字犬山字北古券甲 98-1 

FAX 0568-61-8108  

e-mail center@inuyama-shimintei.com 

宛先：犬山市市民活動支援センター（「犬山しみんていの会」が申込受付受託団体） 

担当：川島紀之、齋藤雅治 
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【会場へのアクセス】 

会場：犬山国際観光センター・フロイデ（愛知県犬山市松本町四丁目 21番地） 

 

○名鉄名古屋駅からは、「新鵜沼」または「新可児」行きの電車にご乗車のうえ、「犬山」で下

車してください。 

 

＜名鉄名古屋駅時刻表＞ 

●第 1日目：7月 6日（土） 

名鉄名古屋駅 

出発 

犬山駅 

到着 

種別 行き先 

11：22 11：48 快速特急（一部特別車） 新鵜沼 

11：29 12：00 急行 新鵜沼 

11：41 12：16 準急 新可児 

11：52 12：18 快速特急（一部特別車） 新鵜沼 

11：59 12：30 急行 新鵜沼 

12：06 12：32 ミュースカイ（全車特別車） 新鵜沼 

12：11 12：46 準急 新可児 

12：22 12：48 快速特急（一部特別車） 新鵜沼 

12：29 13：00 急行 新鵜沼 

12：41 13：16 準急 新可児 

12：52 13：18 快速特急（一部特別車） 新鵜沼 

12：59 13：30 急行 新鵜沼 

 

●第 2日目：7月 7日（日） 

名鉄名古屋駅 

出発 

犬山駅 

到着 

種別 行き先 

8：06 8：33 ミュースカイ（全車特別車） 新鵜沼 

8：11 8：46 準急 新可児 

8：23 8：48 快速特急（一部特別車） 新鵜沼 

8：29 9：00 急行 新鵜沼 

8：41 9：16 準急 新可児 

8：52 9：17 快速特急（一部特別車） 新鵜沼 

8：59 9：30 急行 新鵜沼 
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○名鉄犬山駅（東口）から会場までの地図（徒歩 5分） 

 

 

 

【宿泊について】 

宿泊のあっせんは行っていませんが、学会のホームページに宿泊先一覧の情報があります。

各自で早めにご予約ください。 

https://jacp-official.org/wp-content/uploads/犬山大会_宿泊施設一覧.pdf 

 

 

コミュニティ政策学会 第 37 回理事会議事録 

日 時：2019 年 4月 14 日（日） 午前 13時 30 分～午後 16 時 20 分 

場 所：法政大学 大学院棟 4階 401 教室 

出席者：名和田是彦、林泰義、中川幾郎、乾亨、荒木千晴、安藤周治、石田芳弘、桑野斉、 

    嶋田暁文、直田春夫、田中逸郎、田中義岳、玉野和志、辻上浩司、手島洋、鳥越皓之、 

    中田實、中西晴史、前山総一郎、三浦哲司、宗野隆俊、羽貝正美 

事務局：伊藤雅春、杉﨑和久、林香織、渕元初姫 

 

 

【審議事項】 

1．第 18 回犬山大会の準備状況について 

三浦－「2019 年度コミュニティ政策学会犬山大会

の準備状況（資料２）」の説明 

 

2．来年度のシンポジウムについて 

宗野－資料説明。コミュニティの多様性という視

点が注目される一方で、制度や器（組織）という

視点も必要とされている。その中で一人一人の人

間の小さな声を拾いあげていくことができてい

なかったのではないかという反省がある。新しい

地域の中の主体に着目していくことがテーマと

なるのではないか。単純な熟議にとどまらないこ

の学会ならではのデモクラシーの論点をテーマ

としていきたい。 

乾 －編集委員長と具体的に合意しているのは、

地域をどう運営するかを考える枠組みとしてて、

制度・仕組み・組織という話とそれを運営する人

の話がある。この制度・仕組みと人の話の間に進
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め方とか議論の仕方の話があり、この部分でデモ

クラシーというテーマが提案されていると理解

している。林 －地域の中にいろいろな人がいる

場所や機会があるなど、小さな活動が始まってい

るとか、あちこちでそうしたことが熟してきてい

るという感じがしている。 

伊藤－デモクラシーをいきなりテーマとして掲

げるのは難しいと思う。『場』のマネジメントと

いう視点から考えると、特定の個人に関心を還元

するのではなく、どの地域でも共通して問題とな

る人と人の関係性を問題にしていくことができ

る。最近各地で広がっているコミュニティ・マネ

ージャー的な役割にも注目しつつ、地域の中でど

のように関係性が生まれているのかという視点

から事例を読み解いていくようなシンポジウム

を組み立てていくことができるのではないかと

思った。 

玉野－この学会で取り上げた最近のシンポジウ

ムにも題材は出てきている。地域に対して生業と

して関わっていくような人が出てきていること

は確かだろう。地域に生業で関わるいろいろな層

の人を思い浮かべることはできる。全体としては、

コミュニティ活動の事業化という流れで捉まえ

られるのではないか。新しいタイプばかりではな

く、従来のコミュニティ活動の後継者のイメージ

にもいくつかのタイプは考えられる。自治会の再

活性化が成功しているいくつかのタイプも見て

いかないとバランスを失することになるかもし

れない。 

鳥越－何をやりたいのか焦点がない。コミュニテ

ィを取りあえずカッコに括って考えようという

ことなのか。民主主義という場合に何を捉えて民

主と言っているのか。どこへ持っていこうとして

いるのかわからない。何を明らかにしたいという

方向性なり、視点が見えない。理念としてのデモ

クラシーは、社会科学の中で存在しているので、

それに近づいているのかという、距離を見たいと

いうことであればわかる。現実は、いちいち民主

主義など考えずに動いているのだけれども、理念

と現実の関係を見たいというのであれば、それは

それでわかるが、提案されている趣旨はわかりに

くい。学会として蓄積してきたものをどう位置付

けられるのか。 

乾 －何を目指すかは、重要な指摘として受け止

めている。現実にどう対処していけるのかが問わ

れている話しだと受け止めたい。私自身は、協議

会組織がある意味完成型に近いものと思ってい

る。小地域がかたまりとして存在していくために

は重要な制度だと思う。しかし、小さな地域でま

とまったといっても制度的には成立していても

本当にまとまっているかどうかはわからない。学

会が現実の問題に対してどう対処できるのか、制

度的な話しは随分議論してきたわけだが、今度は

政策の対象となる側の関係性の話しにスポット

を当ててみようという提案だと理解している。 

伊藤－宗野さんのメモの中で非常に重要なのは

他者性の話しではないか。コミュニティの中にお

いて他者をどう包摂していくかという問題は、か

なり本質的な問題である。ある人がコミュニティ

活動にどうして関心を持ち、喜びを感じているの

か、日常的な小さなことの中で、他者とつながる

喜びを人間は感じるようにできているのではな

いかと思っている。コミュニティを考える時に他

者性の問題がどのような意味で重要であるのか、

これは本質的には民主主義の問題にもつながる

視点だが、福祉の世界にもつながる問題でもある

と思う。このことが浮かび上がってくるような議

論ができるとよいのではないか。 

鳥越－自分以外の者を他者といっているのか。 

伊藤－同質の人だけが集まっていればいいとい

うことではなく、小さな活動が広がっていくため

には他者との接触が必要になる。その部分につい

てはあまり論じられてこなかったのではないか。

しかし、現場の人にとってはその小さな一つ一つ

のことに感動の種があるのだと思う。そのことを

忘れてしまうと議論がつまらなくなるのではな

いか。 

乾 －研究企画委員会と編集委員会で詰めてい

きたいと思います。 

名和田－７月の常任理事会でも議論したいと思

う。 

嶋田－宗野理事の提案は、地縁型組織の限界とい

う意味に理解した。私自身は、地縁型組織以外で、

つまり、元々のコミュニティが希薄なところで、
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何を媒介に共感し、人々がつながってくのかとい

うことに興味がある。 

3．第 19 回大会の開催地及びテーマについて 

田中逸郎－資料 11の説明。 

 テーマ: ｢（仮）沖縄の芸能とコミュニティ｣ 

  ・今回の理事会で沖縄大会開催が決定されたら

正式に｢企画検討委員会｣を発足させたい。 

 ・開催時期については秋に変更を検討したい。 

 ・会場は沖縄国際大学を予定、共催団体として

沖縄国際大学、沖縄地域史協議会、南島文化研究

所を想定。 

鳥越－現在沖縄には学会員がいないので新しく

会員を拡大していかなくてはいけない地域であ

る。 

名和田－学会としても沖縄でいつかは大会を開

催しなくてはならないと考えていたのでよいチ

ャンスとして捉えたい。予算は多少かかるかもし

れないが、繰越金を有効に活用したいと思う。理

事会として沖縄大会の承認をお願いしたい。 

中川－大会テーマとして｢沖縄｣を外してもらっ

て構わないと思っている。犬山大会からの連続性

を意識すれば、｢芸能・祭とコミュニティ｣でもい

いのではないか。 

名和田－では、2020 年の大会は沖縄で承認としま

す。 

4．第 20 回以降の大会開催地について 

 桑野－宮崎市と名和田先生の信頼関係はある。

宮崎大学のコミュニティ政策学科との関係もある

ので是非前向きに検討させて頂きたい。 

名和田－宮崎市の意向としては、2021 年以降であ

ればとの話しも頂いている。では、宮崎市開催が

有力ということで確認しておきたい。 

5．各委員会からの報告について 

1)研究企画委員会 

乾 －研究プロジェクトの応募をしているが、新

規の応募はない。現状では、｢地域自治プロジェク

ト｣の一本が動いている。 

乾 －各研究支部、研究グループから研究企画担

当者を１名登録してもらうよう要請したい。 

 自由論題の司会者については、後日個別にお願

いする予定。 

2)編集委員会 

宗野－資料３の説明。機関誌第 17 号の編集概要

の説明。投稿論文が減少傾向にあるので理事の方

にも積極的な対応をお願いしたい。 

3)国際交流委員会 

玉野－資料 4-1,2 について確認。前回のシンポジ

ウムの報告なので資料を確認頂きたい。 

4)震災特別委員会 

伊藤－前回の理事会でも提起されていたが、｢災

害とコミュニティ委員会｣に再編する場合の委員

構成について検討して頂きたい。 

名和田－次回の常任理事会の検討事項としたい。 

5)コミュニティ政策叢書刊行委員会 

名和田－東信堂が忙しくて対応が遅れている。既

に刊行された叢書リストについてはホームペー

ジに掲載したので見て頂きたい。 

6)事務局報告 

渕元－資料 5会員動向の報告。会員数は微増。 

6．2019 年度予算案について 

伊藤－予算案、資料６の説明。研究支部支援につ

いて 20 万円を計上の予定。 

名和田－会費収入が落ちているが、督促をすれば

納入の見込みがあるので適宜請求作業を進めた

い。 

7．学会規約改正（研究支部関連）について 

名和田－資料 7-1｢研究支部制度の規約への規定

の提案｣の説明 

 ・研究支部から１名常任理事会への出席を規定

した。 

  ・研究支部の解散の規定は今回は入れていない。 

乾 －研究支部はすべて会員だけで構成される

のか。 

名和田－研究支部の会員数については見直した

い。 

名和田－組織エリアについて書いていないが、会

員間の話し合いによってエリアの分割をできる

ことを想定している。ご指摘の点を修正して犬山

大会の総会において規約の改正を目指したい。 

玉野－規定については、｢できることとする」と

して、その都度理事会で確認しながら補助を出す

とした方がよいのではないか。解散の規定がない

だけにその都度の報告を前提とした方が良い。 

8．学会名簿の作成について 
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杉崎－資料 8について説明。入会申込書の改訂案

を名簿掲載事項と同様の内容として整理した。非

公開項目について選択してもらう。現在名簿の最

終確認をしている。大会までに変更確認の書式を

会員に郵送する予定。 

9．研究支部の動向について 

伊藤－関東研究支部の活動報告について、資料 9

を説明。 

三浦－中部研究支部については、大会実行委員会

と並行して進めている。犬山大会の総会において

承認されるよう進めている。学会員以外にも開か

れたオープンな組織としていきたい。 

嶋田－森理事の資料 13 の説明。福岡県地方自治

研究所の定例研究会を共催として開催し立ち上

げていきたい。７月の理事会を目指して発足した

い。 

乾 －各支部のシンポジウムや研究会の情報を

メルマガで発信していきたい。メルマガへの登録

を会員登録確認の際に推奨してもらいたい。関西

支部の件については、後日報告したい。 

10．学会で扱うべき長期課題についての意見交換 

11．その他について 

安藤－資料14｢第10回東アジア市民社会フォーラ

ム｣の紹介。 

 

コミュニティ政策学会・新規研究プロジェクトの募集 
 

 研究企画委員会より、「コミュニティ政策学会・研究プロジェクト設立の申し合せ事項」に基づき、新

規の研究プロジェクトの提案を募集します。 

 会員の中に存在する多様な研究のシーズを発掘し、学会内においてそれを開花・発展させるべく、公募

方式で研究プロジェクトを募集することになっております。多くの応募があることを期待しています。応

募のあったプロジェクト案は、研究企画委員会にて吟味した上で、理事会の承認を経て、学会の媒体を用

いてプロジェクト・メンバーの募集・広報を実施します。ぜひ、ふるって応募ください。 

 

■応募申請先：研究企画委員長 乾 亨（立命館大学産業社会学部教授） 

 inui@ss.ritsumei.ac.jp 

 

＜参考＞「コミュニティ政策学会・研究プロジェクト設立の申し合せ事項」 

 

1.コミュニティ政策学会は、コミュニティに関する理論と政策の研究の発展をはかるため、会員か

らの提案に基づき研究プロジェクトを研究企画委員会のもとに設立する。 

2.研究プロジェクトを提案する会員は、①責任者の氏名、所属、連絡先、②研究の趣旨、③共同研

究の進め方、④研究実施の期間、を示すプロポーザルを研究企画員会へと提出する。実施される研

究プロジェクトは、学会会員からの参加を募るものでなくてはならない。 

研究実施の期間は、2年～4年の間としなければならない。ただし、実施期間内に学会大会で研究成

果の中間報告を行うことを条件に実施期間を延長することもできる。 

3.プロポーザルの内容は、研究企画委員会が吟味した上で、理事会にて会員への参加公募を認める

プロジェクトを承認する。会員への研究プロジェクトへの参加公募は、Newsletter、メルマガ、学

会 HP等を通じてなされる。 

4.参加者の公募期間の後、研究プロジェクトの提案責任者は、研究プロジェクトへの参加メンバー

を研究企画委員会に伝える。研究企画委員会は、①研究プロジェクトが複数の会員から構成されて

いること、②プロジェクトの参加者の過半がコミュニティ政策学会会員であることを確認し、研究

プロジェクトの発足を正式に承認する。 

mailto:inui@ss.ritsumei.ac.jp
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5.研究プロジェクトは、研究実施期間内に学会大会ないしシンポジウムにてその研究成果を発表し、

その内容を学会誌にも掲載する。またプロジェクトの進捗状況は、理事会開催時に先立ち研究企画

委員会に伝えるようにし、理事会に進捗状況が伝わるように努める。 

6.正式に発足した研究プロジェクトに対しては、毎年度、5万円を上限に活動費を学会会計より支給

する。 

 

コミュニティ政策学会会員動向 
（2018 年 12 月 1日から 2019 年 3月 31 日） 

 

＜新入会員＞ 

No. 会員氏名 所属等 推薦人 種別 

 1 大木節裕  名和田是彦 一般 

 2 佐藤則子 岐阜大学 地域科学研究科 三浦哲司 学生 

 3 吉田愛梨 首都大学東京大学院人文科学研究科 玉野和志 学生 

 4 荒木建己 人間学実践研修機構 有限会社 響働 前山総一郎 一般 

 5 山中哲 古河市役所 名和田是彦 一般 

 6 小木曽早苗 日本福祉大学福祉社会開発研究所 杉崎和久 一般 

 7 吉村輝彦 日本福祉大学 杉崎和久 一般 

 8 中沢峻 弘前大学大学院地域社会研究科博士後期課程 松原久 学生 

 9 野村一貴 東京大学大学院教育学研究科博士後期課程 小山弘美 学生 

10 岡田衣津子 日本福祉大学大学院 三浦哲司 学生 

 

＜退会＞ 

No. 会員氏名 所属等 種別 

 1 豊田市  団体 

 2 早川 周  一般 

 3 谷口 浩司  一般 

 4 大崎 洋  一般 

 5 斎藤 喜章  一般 

 6 斉藤 忠  一般 
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事務局からのお知らせ 

1．2019（令和元）年度の年会費につきましては、請求書を 7月にお届け致します。 

また、2018（平成 30）年度以前の年会費につきまして、未納の会員の方は納入をお願いいた

します。年会費未納の会員の方は、ニュースレターや学会誌の受領、大会・シンポジウムへの

参加、学会誌への投稿等の会員サービスを受けられないことがありますので、ご注意ください

ますようお願いいたします。 

 個人会員は年額 8,000円（ただし学生会員は年額 5,000 円）、団体会員は年額 30,000 円です。

お振込は、下記の口座へお願いいたします。振込手数料は各自ご負担ください。  

 

ゆうちょ銀行 口座番号：00860-3-96143 コミュニティ政策学会 

三菱東京 UFJ 銀行 豊田支店 普通 3879782 コミュニティ政策学会 代表 名和田是彦 

 

2．会費の納入やニュースレターなどの送付物に関するお問い合わせ、あるいは所属の変更等

に関するお届けについては、事務局までご連絡ください。連絡先は下記の通りです。 

 

コミュニティ政 策 学 会  N e w s l e t t e r  N o . 4 2  

〒102-8160 東京都千代田区富士見 2-17-1  法政大学法学部気付 

TEL 03-3264-9441  FAX 03-3264-4045   

E-mail  office@jacp-official.org  http://jacp-official.org/ 

発行日 2019 年 6 月 4 日   編集 事務局 伊藤、杉崎、林 
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